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(3) 地域を支える人財づくり（地域の絆の強化） ２５９百万円

都市部では人間関係の希薄化が進む一方、中山間地域では活力そのものが低下する

中で、地域を支える人材の育成や、人や地域の絆を生かした子育て支援、高齢者等の

孤立化の防止等が重要な課題となっています。

このため、教育力の向上を通じて、将来の地域を担う人材育成に取り組むとともに、

人や地域の絆を強化する地域有縁システムの構築を図り、子育て･子育ちを応援する

環境づくり、自殺や高齢者等の孤立化の防止に取り組みます。

① 地域における教育力の向上 １３１百万円

○新学びのきずな子ども教育支援事業 ６７百万円

○改「伸ばそう学力・高めよう授業力」学びの支援事業 ２０

○新「命や絆を大切にする」宮崎の道徳教育充実事業 １２

○新県立学校「教育の情報化」基盤整備事業 ９

○改明日の宮崎を担う専門高校スペシャリスト育成事業 ８

○改感性を育む芸術教育指導力向上支援事業 ３

○新若人の絆！復興支援事業 １２

② 子育て・子育ちを応援する環境づくり ２３百万円

○改「未来みやざき子育て県民運動」推進事業 ６百万円

○改みやざきの「子育て力」活性化事業 ３

○新子ども・若者支援促進事業 ８

○新ファミリーサポートセンター設置促進事業 ２

○新病児等お助け保育モデル事業 ４

○改幼児期の子育て・発達サポート推進事業 １

③ 自殺や高齢者等の孤立化の防止 １０５百万円

○改「自殺ゼロ」プロジェクト推進事業 ７８

○改共に支え合う地域福祉推進事業 １６

○新老人クラブ新分野チャレンジ支援事業 １

○新団塊パワー発見・発揮支援事業 ６

○新高齢者を支える法定成年後見制度活用支援事業 ５

※ 各事業の予算額及び各項目の合計額は、百万円未満を四捨五入しているため、各事業の予算

額の合計額と各項目の合計額とは一致しない。
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① 地域における教育力の向上

○新学びのきずな子ども教育支援事業（生涯学習課） ６７百万円
子どもの教育支援を「県民総ぐるみ」で進めるための広報・啓発活動を行うとともに、「学

校支援地域本部」と「放課後子ども教室」を全県的に展開し、学校・家庭・地域や企業・市民

団体等が一体となって取り組む教育の推進を図る。

(1) 「県民総ぐるみによる教育の推進」に関する広報・啓発（県の取組）

「子どものために『わたしも一役』」キャンペーンや、市町村・企業・ＮＰＯ法人・市民

団体等と連携し、ポスター、ステッカー等による広報・啓発を行い、子ども教育支援への県

民の参加促進を図る。

(2) 子ども教育支援活動を推進する取組（県の取組）

子ども教育支援活動を効果的に推進するために、地域人材の育成と事業の普及・啓発を図

るとともに、学校・家庭・地域や企業・市民団体等が連携し、学校と地域の協働による子ど

も教育支援体制の在り方について協議を行う。

① コーディネーター、指導者等の育成及び相互連携を図るための研修会の実施

② ボランティア相互の連携や積極的な参画促進のための「学校支援ボランティアの集い」

の実施

③ 子ども教育支援活動の効果的な推進、関係団体相互のネットワークづくりのための「地

域教育ネットワーク会議」の開催

(3) 地域の教育力を活性化する子ども教育支援活動（市町村の取組）

地域住民等の参画による「学校支援地域本部事業」及び「放課後子ども教室推進事業」を

引き続き実施するとともに、各地域の実情に応じ、両方の事業の連携や宮崎ならではのコー

ディネート体制を整備し、子ども教育支援活動の充実を図る。

2(3)地域を支える人財づくり（地域の絆の強化）
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2(3)地域を支える人財づくり（地域の絆の強化）

○改「伸ばそう学力・高めよう授業力」学びの支援事業（学校政策課） ２０百万円
小・中学生の学力や学習状況を基に、授業改善を推進するシステムの充実や課題を踏まえた

実践的な研修会の実施、家庭や地域との連携を図る取組の推進により、学力向上マネジメント

サイクルを強化し、教員の授業力を高め、児童生徒の学力を伸ばす。

(1) 「みやざきＷｅｂ学びのシステム」の構築

① 算数・数学科「Ｗｅｂ学習単元評価システム」の充実と実践研究

ア 小・中学校全学年の単元評価問題及び補充指導問題（基本問題・活用問題）の作成、

配信を行い、システムの充実を図る。

イ 県内７地域、計１４校において、システムの効果的な活用に関する実践研究を行い、

成果の普及を図る。

② 算数・数学以外の活用問題の作成・配信

国語、社会、理科、英語の活用問題の作成、配信を行い、算数・数学以外の教科におけ

る授業改善を支援する。

※ 算数・数学の補充指導問題と算数・数学以外の活用問題については、家庭からもアクセ

スできるようにする。

(2) 学習指導要領の趣旨の定着を目指した授業力の強化

① 算数・数学の「活用する力」を高める授業力強化

身に付けた知識・技能をもとに課題を解決する「活用する力」を高めるために、算数・

数学の授業改善に係る取組を推進する中核教員を育成するとともに、授業公開等の実施に

より、成果の普及を図る。

② 授業力向上ワークショップ

学習指導要領で重視されている内容をテーマとし、参加型の研修である「授業力向上ワ

ークショップ」を実施するとともに、受講者が各学校に戻り、受講内容を基にした校内研

修を実施することにより、学校が組織的に授業力向上に取り組む体制の整備を図る。

(3) 学力・意識調査の実施

本県独自の学力・意識調査を継続的に実施するとともに、調査結果を各学校で入力し、結

果を指導改善に直ちに活用できる集計システムを構築することにより、学力向上マネジメン

トサイクルの充実を図る。

○新「命や絆を大切にする」宮崎の道徳教育充実事業（学校政策課） １２百万円
口蹄疫などの災害において県民が体験したことを題材として、命や絆の大切さについて深く

考えることができる道徳教育読み物資料集を整備する。

(1) 事例等の調査及び読み物資料の執筆・編集

掲載する事例等に関する取材や調査活動を行い、執筆・編集を行う。

(2) 読み物資料集の製本・配付

県内の小・中・高等学校及び特別支援学校の授業等において活用できるよう製本し、各学

校に配付する。

○新県立学校「教育の情報化」基盤整備事業（学校政策課） ９百万円
知識基盤社会、グローバル化の中で生きる生徒たちに求められる能力の一つである情報活用

能力を育成するため、県立学校に情報通信技術（ＩＣＴ）環境を整備し、教育の情報化を図る。

(1) ＩＣＴ関連機器・設備整備

普通教室へのＬＡＮ整備と教育用端末(タブレット型ＰＣ)の整備

(2) 教材情報共有・動画配信システム開発

ア インターネット上や学校が持つ教材の有効活用情報の共有

イ スーパーティーチャー等の授業動画の配信
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2(3)地域を支える人財づくり（地域の絆の強化）

○改明日の宮崎を担う専門高校スペシャリスト育成事業（学校政策課） ８百万円
県内の産業を担う優れた人材の育成と指導者の資質向上を図るために、地域産業界と連携し

た職場見学・先輩講話を実施するとともに、学科の専門力を高める取組や産業界・行政機関等

と連携した指導者研修会、生徒研究発表会を実施する。

(1) 職場見学・先輩講話「こんにちは先輩、ようこそ後輩」の実施

職業教育を主とする専門学科等で学ぶ１年生を対象として、卒業生が勤務する県内企業・

事業所等の訪問を実施し、地元企業について知るとともに職業への理解や学習意欲の向上を

図る。

(2) 実践的な職業教育の充実

地域の農産物や水産物を利用したブランドづくりや、先端技術を取り入れたものづくり、

高度資格取得のための専門家による指導等を行い、学科の専門力を高める取組を推進する。

(3) 指導者研修会の実施

専門教科の教員を対象として、県内企業や専門学校等において、指導者のスキルアップを

図るための研修会を実施する。

(4) 地区別発表会の実施

県内６地区において、地域の産業界や行政機関等と連携した「生徒研究発表会」を実施し、

専門学科の学びの成果を地域産業界等に発信する。

○改感性を育む芸術教育指導力向上支援事業（学校政策課） ３百万円
中学校・高等学校芸術科（音楽、美術、書道）教員の指導力・授業力を高めるため、中高連

携による指導力向上講習会や授業力向上研究会を行う。
(1) 指導力向上講習会

芸術家や大学教授等の外部指導者を招へいし、実技指導や研究協議を実施する。

(2) 授業力向上研究会

① 指導力向上講習会を受講した高等学校芸術科教員による授業研究会を実施する。

② 高等学校芸術科教員による中学校出前授業を実施する。

○新若人の絆！復興支援事業（学校政策課） １２百万円
本県の高校生が、東日本大震災で被害を受けた宮城県の高校生と協力し、宮城県を訪れての

本県学校の生産物の配付やボランティア活動、本県内での宮城県特産物のチャリティバザー等

を行うことで、被災地の復興を支援するとともに、災害時の支援者としての視点から、社会に

参画する意識を高める。

(1) 本県高校生派遣による被災地支援

ア 農業高校、工業高校及び特別支援学校の生産物や県産品等を現地高校生との協力により

配付

イ 現地高校生との意見交換会

ウ 帰県後の成果報告等

(2) 現地高校生招へいによる交流・支援

宮城県の高校生代表と本県の高校生による被災地支援を目的とした宮城県特産物等のチャ

リティバザーを開催

(3) 進洋丸短期乗船実習を活用した交流・支援

宮崎海洋高校生が宮城県石巻市・気仙沼市を訪問し、現地高校生との交流やボランティア

活動を実施

(4) 交流・支援活動の記録作成

全県下の高校生に活動の様子やその意義を伝えるため、各校の新聞部等に所属する生徒が

取材し、記録集を作成
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2(3)地域を支える人財づくり（地域の絆の強化）

② 子育て・子育ちを応援する環境づくり

○改「未来みやざき子育て県民運動」推進事業（こども政策課） ６百万円
行政、関係団体、事業所等が一体となって子育て支援に取り組む「未来みやざき子育て県民

運動」（以下、「県民運動」という。）の趣旨を広く啓発し、社会全体で子育てを応援する気運

の醸成を図るとともに、推進体制の充実を図る。

(1) 県民運動等啓発事業

県民運動の趣旨や取組等を県庁ＨＰで紹介する。

(2) 県民運動の推進体制の充実

行政や子育て支援団体等との調整役となる県民運動推進コーディネーターの養成等を行う。

(3) 県民運動推進月間（１１月）事業

県民運動推進大会及び子育て応援フェスティバルを開催する。

(4) こども・子育て応援の店拡大事業

子育て家庭へのサービスを提供する「こども・子育て応援の店」及び「家庭の日」協賛施

設等の募集、公表を行う。

子育て応援フェスティバル２０１１

○改みやざきの「子育て力」活性化事業（こども政策課） ３百万円
地域において子育て支援活動に取り組む子育て支援団体に補助を行うことにより、活動の活

性化と地域の子育て支援体制の充実を図る。

(1) 事業概要

子育て支援団体の取組について、提案公募を行い、優良なものに対し補助を行う。

(2) 取組事業

① 子育て支援ボランティア活動参加の仕組みづくり

② 子育て支援に関する調査、研究を行い、その情報を発信する事業

③ 社会全体で子育てを支援する意識啓発のためのセミナー、イベント等の開催

④ 子育て家庭を支援するための交流の場づくり

⑤ 子育て支援の担い手育成

(3) 対象団体

子育て支援活動を行う民間団体等

(4) 補助率

定額

子育て支援団体の活動状況
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○新子ども・若者支援促進事業（こども家庭課） ８百万円
ニート、ひきこもり、不登校、発達障がい等、社会生活を円滑に営む上で困難を抱える子ど

も・若者を支援する関係行政機関等のネットワーク化や、総合相談窓口の設置を行い、子ども

・若者が、個性や能力を生かしながら、生きがいをもって生活することができる環境づくりを

行う。

(1) 子ども・若者支援地域協議会の設置

社会生活を円滑に営む上で困難を抱える子ども・若者の支援を行うため、国・県の機関等

で構成する「子ども・若者支援地域協議会」を設置する。

(2) 子ども・若者総合相談センターの設置

子ども・若者に関する総合的な相談窓口の役割を担う「子ども・若者総合相談センター」

を設置する。

4

子ども・若者支援
地域協議会

子ども・若者総合相談センター
（子ども・若者に関するワンストップ

的機能を揺する相談窓口）
※ＮＰＯ等へ委託

〔雇用〕
職業的自立・就業支援

〔福祉〕
生活環境改善

〔保健、医療〕
医療及び療養支援

〔教育〕
修学支援

〔矯正、更生保護等〕
心理相談等

保護観察所、少年鑑別所（一般相談）、
少年サポートセンター 等

教育委員会 等
福祉事務所、
児童相談所 等

保健所、
精神保健福祉センター 等

企業・学校

団体・NPO

誘導

協議会事務局
（県こども家庭課）

ハローワーク
職業訓練機関 等

地域若者サポー
トステーション

子 ど も ・若 者 支 援ネットワークの 概 要 図

子ども・若者に関する
様々な相談事項

修学・
就職等

誘導

子ども・若者支援ネットワークの概要図
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○新ファミリーサポートセンター設置促進事業（こども政策課） ２百万円
住民による相互援助の子育て支援の仕組みであるファミリーサポートセンターの設置を支援

し、県民が子育て支援活動に参加する仕組みづくりを促進する。

(1) 事業概要

ファミリーサポートセンターの開設準備に必要な経費の一部を補助する。

(2) 補助対象

ファミリーサポートセンター未設置の市町村

(3) 補助率

１／２以内

ファミリーサポートセンター

・登録 ・登録
・援助依頼 ・依頼紹介

子育ての手助けをしてほしい人 援助活動 子育ての協力をしてくれる人
（残業、冠婚葬祭、病気） （一時預かり、保育園の送迎など）

○新病児等お助け保育モデル事業（こども政策課） ４百万円
保育所等に入所している子どもの急な発病の際、看護師を保育所等に派遣するなどのシステ

ムをモデル的に構築することにより、保護者負担の軽減を図るとともに、子どもの預かり体制

の県内全域への普及促進を図る。

(1) 事業概要

① 病児等預かり促進事業

保育所等に入所している子どもの急な発病の際、あらかじめ登録している看護師を保育

所等に派遣する。

② 一時預かり促進事業

サポーター宅での児童等の一時預かりを支援する。

(2) 事業主体

県（子育て支援を実施しているＮＰＯ法人等へ事業委託）

【事業のイメージ（①病児等預かり促進事業）】

保護者

①発病時の派遣依頼

保育所等

②看護師派遣要請 ⑤保育所等へ出向き看護等

③派遣の調整

ＮＰＯ法人等 看護師など
サポーター

④派 遣 受 諾

DTP
楕円
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2(3)地域を支える人財づくり（地域の絆の強化）

○改幼児期の子育て・発達サポート推進事業（こども政策課） １百万円
就学前教育・保育の一層の質の向上のため、特別な支援が必要な幼児に係る研修等を実施し、

幼稚園教諭・保育士の資質向上を図る。

(1) 事業概要

① 特別な配慮が必要な幼児への支援に資する研修事業等

ア 障がい児施設における保育体験研修事業

特別な配慮が必要な幼児への専門的な知識や技能を高めることを目的に、障がい児施

設における実践的な研修を実施する。

イ ペアレントトレーナー養成研修事業

特別な配慮が必要な幼児に対する子育てや養育のスキル、カウンセリング技法を身に

付けるための研修を実施する。

ウ 認定こども園施設従事者の研修事業

認可保育所、認可幼稚園の保育、教育を実践的に体験するための研修を実施する。

② 幼保合同研修事業

ア 保育の質の向上のための幼保合同研修等推進事業

・幼保合同研修事業

幼稚園教諭、保育所保育士の質の向上を目的に、市町村等が行う研修に要する経費へ

の支援を行う。

・幼保小連携・接続推進事業

モデル市町村において、小学校への円滑な接続に関する課題の調査研究を実施する。

イ 幼保合同研修カリキュラム作成委員会

市町村等がより質の高い研修事業を実施できるよう、幼稚園、保育所の関係者や大学

の教員等で構成する委員会を県に設置し、研修カリキュラム例の作成や講師の派遣・紹

介等を実施する。

保育体験研修の様子
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③ 自殺や高齢者等の孤立化の防止

○改「自殺ゼロ」プロジェクト推進事業（障害福祉課就労支援・精神保健対策室）
７８百万円

県と各種団体・機関等が連携して策定した自殺対策行動計画に基づき、総合的な対策を推進

するとともに、地域の絆の強化を図るなどの取組を支援することにより、自殺者の減少を図る。

「自殺ゼロ」プロジェクト推進事業

◇基盤づくり

○自殺対策のネットワークの構築・強化

○市町村への支援

○県民意識調査の実施

◇普及啓発の推進

○自殺や精神疾患に関する知識の普及啓発

◇人材育成の強化

○専門職等の養成 つながるわ ささえるわ

○地域の絆の強化 ※

◇相談窓口の設置 ※ 地域の絆の強化

○専門の診療相談員の設置 ＮＰＯ等の民間団体、市町村等が実施

○ＮＰＯ等の電話相談に対する支援 する自殺防止のための地域の絆づくり

◇自殺未遂者、遺族への支援 （「声かけ」「見守り」活動等）への支

○「分かち合いの場」の開設等への支援 援を行う。（地域のキーパーソンの養成）

注）イラストは、細川貂々氏（「ツレがうつになりまして。」の著者）の御厚意による提供（内閣府）

○改共に支え合う地域福祉推進事業（福祉保健課） １６百万円
民生委員をサポートする福祉協力員育成や福祉避難所指定など市町村の地域福祉の取組を支

援するとともに、県地域福祉支援計画に基づき養成している地域福祉コーディネーターを活用

したモデル事業等を実施し、「共に支え合い助け合う」地域福祉の推進を図る。

市町村地域福祉計画支援事業 県地域福祉支援計画推進事業

○計画推進事業

市町村地域福祉計画に基づく

事業で、各地域における福祉

課題に対して、地域住民が主

体となって取り組む事業を支

援

○福祉避難所指定推進事業
福祉避難所を指定した市町村
に対し、福祉避難所に備蓄す
る支援物資や機能を充実させ
るための備品等の支援

○地域福祉コーディネーター実践モデル事業

地域福祉コーディネーターを活用した地域の

見守り活動や買い物支援などの地域活動のモ

デル事業に対して支援

○地域福祉普及・啓発事業

広く県民に地域福祉を取り巻く現状や課題、

地域福祉の重要性の普及・啓発

住民一人ひとりが住み慣れた地域で安心して生活できる

「共に支え合い助け合う」地域福祉の推進

2(3)地域を支える人財づくり（地域の絆の強化）



- 87 -

2(3)地域を支える人財づくり（地域の絆の強化）

○新老人クラブ新分野チャレンジ支援事業（長寿介護課） １百万円
若手高齢者（概ね６０歳代を想定）にとって魅力的な老人クラブ活動のあり方を調査検討す

る取組に対して支援を行う。

(1) 若手委員会（仮称）を設置し、今後の若手高齢者にとって魅力的な老人クラブ活動のあり

方について実態調査結果等を踏まえながら検討を行う。

(2) 若手高齢者の状況・意識に関する実態調査を実施する。

(3) 老人クラブ活動のＰＲ、研修会を開催する。

○新団塊パワー発見・発揮支援事業（長寿介護課） ６百万円
団塊世代をはじめとした高齢者に対し多様な社会参加の機会を紹介することにより、ＮＰＯ

等の立ち上げや活動への参加を促すとともに、団塊パワーを生かした活動を積極的に行ってい

る個人や団体の情報をインターネット等により広く様々な世代に発信することにより、高齢者

の社会参加のきっかけづくりを行う。

○新高齢者を支える法定成年後見制度活用支援事業（長寿介護課） ５百万円
高齢者のための法定成年後見制度の活用や市町村長申立てを促進するため、市町村職員に対

する研修を実施するとともに、専門職種団体との連携を図るための支援を行う。

※点線内が事業の枠組み

家

庭

裁

判

所

申 立

法定後見（任意後見）

後見人等の選定

審 判

後見人等の選定

市町村申立

市町村

地域包括支援ｾﾝﾀｰ

専門職種団体

相
談

後見人候補者

の推薦
推薦依頼

相 談

支 援

協 力

連絡調整等

県
社
会
福
祉
協
議
会

（
高
齢
者
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー
）

事業連絡協議会

（専門職団体、市町村、

県社協、県）

県

委
託

・市町村申立の手続きや
後見人選定等のサポート

・実務研修の実施

・後見人候補者の選定等
に関する連絡調整

・実務研修の実施

協力

助言

〈事業効果〉

・専門職による後見の拡大

・将来の市民後見人養成のた

めの基礎づくり

〈事業効果〉

・市町村による申立能力の

向上

・将来の市民後見人養成

のための基礎づくり

高 齢 者

家 族
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（参考）地域経済活性化・防災対策特別枠

特別枠総額 ５，０１８百万円

口蹄疫の影響等により停滞している地域経済の活性化を図るとともに、東日本大震災の発生等を

踏まえ、防災対策事業を緊急に実施するため、県下全域における公共事業の追加措置、県立学校の

緊急耐震化事業等を積極的に実施します。

(1) 公共事業の追加措置 ３，７８１百万円

○山地治山事業費（自然環境課） １０４百万円
○県単治山事業費（自然環境課） ４０百万円
○道整備交付金事業費（森林経営課） ２１６百万円
○山のみち地域づくり交付金事業費（森林経営課） ５７百万円
○公共土地改良事業費（農村整備課） ４４１百万円
○公共農道整備事業費（農村整備課） ４０５百万円
○公共農地防災事業費（農村整備課） ４０９百万円
○公共農地海岸保全事業費（農村整備課） ３６６百万円
○県単特殊改良費（道路建設課） ５６０百万円
○県単交通安全施設整備費（道路保全課） ２０８百万円
○県単舗装補修費（道路保全課） １３２百万円
○県単河川改良事業費（河川課） ３７４百万円
○ダム施設改良事業費（河川課） １２０百万円
○県単公共砂防事業費（砂防課） ２２百万円
○県単公共急傾斜地崩壊対策事業費（砂防課） ５３百万円
○県単港湾建設事業費（港湾課） ７５百万円
○新燃岳火山対策として実施する公共事業＜再掲＞ ２００百万円
・県単道路維持費（道路保全課） １３２百万円
・県単河川修繕費（河川課） ７百万円
・県単公共砂防事業費（砂防課） ６１百万円

(2) その他の措置 １,２３７百万円

○防災映像伝送システム強化対策（消防保安課） ３８０百万円
迅速な災害対策を行うには、詳細な災害情報を早期に収集することが重要なため、防災救急ヘ

リ「あおぞら」に搭載している映像伝送装置からの映像を受信する設備を県北、県南の２箇所に

整備し、県内で発生した災害の映像を県・市町村等で速やかに視聴できるようにする。

2(参考) 地域経済活性化・防災対策特別枠
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2(参考) 地域経済活性化・防災対策特別枠

○県立学校緊急耐震対策事業（財務福利課）＜再掲＞ ６５７百万円新

東日本大震災における被災状況に鑑み、児童生徒等の安全と良好な教育環境の確保の早期実

現を図るため、平成２７年度末までの完了を目標としていた県立学校耐震化計画を２年前倒し

して、平成２５年度末までに完了できるよう、緊急に耐震補強工事等を実施する。

(1) 耐震設計

９校１６棟において実施

(2) 耐震補強工事

１１校１４棟において実施

○木造住宅耐震化リフォーム支援事業（建築住宅課）＜再掲＞ ５０百万円新

耐震基準を満たさない木造住宅の耐震性を向上させるための事業を推進することにより、地

震による建築物の倒壊等を未然に防止し、県民の生命や財産を保護する。

(1) 耐震診断事業

耐震診断の補助を行う市町村に対する事業費補助

(2) 耐震改修事業

耐震改修の補助を行う市町村に対する事業費補助

○太陽光発電システム導入促進事業（環境森林課）＜再掲＞ １５０百万円改

住宅用太陽光発電システムの導入に対して補助することにより、家庭レベルにおける太陽光

エネルギーの普及拡大及び低炭素社会の実現を図る。

［制度の概要］

・対 象 者 県内住宅に太陽光発電システムを設置する者

・補助対象経費 住宅用太陽光発電システムの設置に要する経費

・補 助 金 額 太陽光発電システム１kW当たり２万円（上限６万円）

※県産材を活用した新築木造住宅に太陽光発電システムを設置する場合及

び県内の工場で生産された太陽光パネルを設置する場合には、それぞれ

上限額を２万円増額する。
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（参考）古事記編さん１３００年関係事業

関係事業総額 ３２９百万円

古事記編さん１３００年を記念して、官民を挙げて日向神話や伝説、史跡など現在まで受け継が

れてきた宮崎の宝を再認識するとともに、その磨き上げや情報発信を行うことにより、地域の活性

化や県内経済の活性化を図ります。

(1) 主要事業 ７１百万円

○「神話のふるさと みやざき温故知新ものがたり」スタートアップ事業新

（総合政策課） ５０百万円
記紀編さん１３００年記念事業として「神話のふるさと みやざき温故知新ものがたり」を

展開することにより、日向神話や伝説、史跡など宮崎の宝を再認識するとともに、その磨き上

げや情報発信等を行い、地域の活性化や将来の県づくりにつなげる。

(1) 推進協議会の設置、運営

県だけでなく、市町村や民間団体等が参加し、構成団体相互に連携協力しながら事業を展

開する「推進協議会」を立ち上げる。

① 県や市町村、民間団体などそれぞれが実施する記紀編さん１３００年記念事業のとりま

とめ

② 各団体同士のイベント等の情報共有化と連携等の調整

③ 総会、企画運営委員会の開催 など

(2) 核イベントの実施と情報発信

神話ゆかりの地域で開催される祭り・行事等とジョイントした記念イベントや、天孫降臨

神話にまつわる神楽イベントなど核イベントの実施と併せて、テレビ等の媒体を活用し、神

話や伝説など本県の魅力を、県内外に対し強力に情報発信する。

○古事記編さん１３００年記念「日向神話旅」推進事業（観光推進課）＜再掲＞新

１０百万円
古事記編さん１３００年（平成２４年）を契機に、県内外に対して集中的に情報発信を行う

とともに 「日向神話旅」のルート開拓など日向神話の魅力を総合的に発信する取組を行う。、

(1) 県民への情報発信事業

神話にゆかりのある著名人を招き県民を対象にしたシンポジウムを開催する。

(2) 県外への情報発信事業

① 首都圏における「古事記神話旅シンポジウム（仮称 」の開催）

② 首都圏の大学等との連携による日向神話を題材にした一般向け教養講座の実施

③ ＰＲ効果の高い雑誌とタイアップしたＰＲの実施

(3) 三県連携事業

① 島根県、奈良県が主催するイベントに対してブース等を出展

② (2)の①で行うシンポジウムに島根県、奈良県の両県知事を招いての３県知事によるパ

ネルディスカッション等の実施

(4) 「日向神話旅」ルート開拓事業

主にシニア層をターゲットにテーマ設定を行い、テーマに沿ったルート開拓を行う。

2(参考) 古事記編さん1300年関係事業
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2(参考) 古事記編さん1300年関係事業

○交差する歴史と神話 みやざき発掘１００年（文化財課） １１百万円新

本県の歴史と神話の関わりやこれまでの発掘調査の経緯・成果を広く情報発信し、郷土への

理解を深める。

(1) 古事記編さん１３００年・西都原古墳群発掘１００年記念事業

本県の神話と歴史の関わりについて、わかりやすく紹介するイベントの開催

(2) 東九州自動車道関連発掘調査成果の公開

「都農～高鍋間」開通に伴う出張展示

(3) 西都原古墳群基礎調査

重要関係資料の調査及び電子データ化

(2) 関係事業 ２５７百万円

○地域力磨き上げ応援事業（中山間・地域政策課） ７３百万円
「 」 （ ）○中山間地域とつながろう！ 中山間盛り上げ隊 派遣事業 中山間・地域政策課

＜再掲＞ ５百万円
○地域の芸術文化環境づくり支援事業（文化文教・国際課） ５百万円
○宮崎を知ろう！１００万泊県内観光活性化事業（観光推進課）＜再掲＞

３３百万円
○魅力ある観光地づくり総合支援事業（観光推進課） ２６百万円
○「花旅みやざき」プロジェクト推進事業（観光推進課）＜再掲＞ ６百万円
○宮崎恋旅プロジェクト推進事業（観光推進課）＜再掲＞ １０百万円
○「日本のふるさと宮崎」誘客促進事業（観光推進課） ５７百万円
○「オールみやざき営業チーム」活動強化事業（みやざきアピール課）＜再掲＞

４３百万円




